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工事の発注における入札金額の内訳について（通知） 

 

  

令和６年６月１４日に公布された建設業法等の一部を改正する法律（令和６年法律第

４９号。）により、公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律（平成１２年法

律第１２７号。以下「入札契約適正化法」）が改正され、令和７年１２月１２日に施行さ

れる。 

建設業を持続可能なものとするため、技能者の処遇改善策の一つとして、今般の入札

契約適正化法の改正において適正な労務費が、受発注者間、元請―下請間、下請間の全

ての段階において確保され、技能者に適正な賃金として支払われるよう、応札者は入札

金額の内訳として、工事費内訳明細書に材料費、労務費及び当該公共工事に従事する労働

者による適正な施工を確保するために不可欠な経費として国土交通省令で定めるもの（法

定福利費、安全衛生経費、建設業退職金共済契約に係る掛金）を記載しなければならない

こととされた。 

 防衛省発注工事における工事費内訳明細書の提出については、入札契約適正化法第１３

条に基づき、工事費内訳明細書及び業務費内訳明細書の取扱いについて（防整施第６９２

１号。平成２８年３月３１日）を制定し、入札公告等において入札参加者へ提出を求め

てきたところである。今般の入札契約適正化法の改正を受け、下記のとおり実施すること

としたので、遺漏のないよう措置されたい。  

 

記 

 

１ 対象工事  

競争入札に付する全ての工事とする。  

 

２ 工事費内訳明細書の提出方法 

対象工事の全ての入札参加者に第１回の入札書に記載される金額に対応する工事費

内訳明細書の提出を求めるものとする。なお、工事費内訳明細書は任意の様式である

が、入札参加者への周知を目的として、土木工事及び建築工事に用いる工事費内訳明

細書の例（別紙第１及び第２）並びに工事発注量の少ない発注者を想定した簡易な工

事費内訳明細書の例（別紙第３）を参考として作成したので、必要に応じて活用され

たい。 

  

３ 入札説明書への記載 

入札参加者へ周知するため、入札説明書の工事費内訳明細書の作成方法に関する事

項のうち、総括表及び直接工事費の明細書の記載内容を、次のとおり読み替える。 

 

○ 交付した数量書にある総括表の構成に対応した経費項目（直接工事費、共通仮設

費、現場経費、一般管理費等）を記載することとする。また、直接工事費の明細書



 

については、交付した数量書に対応する摘要（土木工事にあっては規格・寸法）、数

量、単位、単価、金額等を記載したものとする。また、材料費及び労務費並びに法

定福利費（建設工事に従事する労働者の健康保険料等の事業主負担額をいう。）、安

全衛生経費（建設工事従事者の安全及び健康の確保の推進に関する法律（平成２８

年法律第１１１号）第１０条に規定する建設工事従事者の安全及び健康の確保に関

する経費をいう。）及び建設業退職金共済契約（中小企業退職金共済法（昭和３４年

法律第１６０号）第２条第５項に規定する特定業種退職金共済契約のうち、建設業

に係るものをいう。）に係る掛金（以下「法定福利費等」という。）を明記するこ

と。 

 

４ 適用日 

  令和７年１２月１２日以降に入札公告又は指名通知を行う工事に適用する。ただ

し、適用日前に入札公告又は指名通知を行った工事への適用を妨げない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写送付先：整備計画局施設計画課、施設整備課、提供施設計画官 


